2008年10月30日

松岡俊二・岩本英和


早稲田大学アジア太平洋研究センター・国際開発協力研究部会 
第6回研究部会・記録

日　時：2008年10月22日（水）18:10-20:10
会　場：早稲田大学19号館（西早稲田ビル）・501教室

参加者：松岡俊二（早稲田大学）、丹呉圭一（埼玉大学）、加藤宏（JICA）、朽木昭文（日本大学）、高瀬浩一（早稲田大学）、松本礼史（日本大学）、田中勝也（滋賀大学）、栗田匡相（早稲田大学）、和田義郎（政策研究大学院大学）、大学院生7名
記　録：岩本英和（早稲田大学アジア太平洋研究科D2）
報告１：
田中　勝也（滋賀大学）「中国の環境効率とキャパシティ・ディベロップメント」

報告概要：
報告は、中国・電力部門の石炭使用の効率性を環境効率として捉え、その環境効率を推計したものである。推計された環境効率では、地域によって効率性が異なる。そこで、その要因は何かを明らかにする。キャパシティ・ディベロップメントにおける様々なアクターの能力は、環境効率に影響しているのではないかということを実証的に分析する。分析データとしては、中国環境計画院による集計データを使用した企業別パネルデータ（1998～2002年）を元に実証分析を行っている。本報告の実証分析では、2ステージの分析段階を経る。第1ステージは環境効率の推計であり、第2ステージは第1ステージで推計した環境効率の決定要因を分析する。分析データとして用いるプラント数はだいたい200くらいである。これだけのデータでは不十分なので、政府の能力、市民の能力を含めた総合的なデータセットに関しては、他の環境年鑑や統計年鑑を使用した。

中国の電力部門は中国の経済成長に伴いエネルギー消費量も増加している。非常に急速で７・8年で経済の規模が倍になる9～10％の経済成長を達成している。その経済成長を支えているのがエネルギー部門である。エネルギー消費の割合は経済成長率以上に増加している。中国の1次エネルギー消費では石炭が70％を占め、次いで石油があげられ、その他に水力・原子力などがある。中国における石炭消費によるCO2の量は、何も対策を行わない場合、予測ではあるが今後20年で倍になるといわれている。電力をどれだけ安定的に供給するかが経済成長を支える最大の課題であり、また電力を安定的に供給しながら同時に環境への負荷をどのように抑えるのかが大きな課題である。
中国の石炭発電における問題点は非効率性である。なぜ中国の電力発電の効率性が低いのかというと、小規模発電所で古いということである。今でも地方に行くと、毛沢東の大躍進政策の頃に建設された古い小規模発電所が稼動している。そしてもう1つは、インプットである石炭価格が硬直している点があげられる。石炭の価格は必要以上に低く抑えられている。
また、松岡先生の論文でも指摘されているように、環境を管理する能力が不足、あるいは欠如している。これも効率性を阻害する大きな要因の１つと考えられる。この点は、多くの既存の研究でも指摘されているが、環境管理能力を数字で表す研究が不足している。その理由としては、プラント・レベルでのデータがなかなか手に入らないからである。今回はプラント・レベルでのデータを入手できたので、このデータを用いて効率性を推計し、上述の要素がどれだけ関連があるのかを明らかにする。
　中国のエネルギー分野について環境管理能力が不足していると感じたのは、テキサスの石炭発電所を訪問する機会があったことにもよる。訪問した際に印象的だったのは、環境管理におけるモニタリングとマネジメントである。テキサスの発電所は、EPAとモニタリングの情報交換を行うシステムがある。環境パフォーマンスが発電所のワークステーションに保存され、1分毎にEPAに送られる。EPAは、送られてきたデータをチェックしながら改善策などを発電所に提示する。この１つの事例ではあるが、キャパシティを向上させていくということは、上述したシステムを導入し、環境管理を行うということである。このようなシステムは中国には導入されておらず、中国の環境管理におけるキャパシティを向上させるにはこのようなシステムの導入が必要なのではないか。
　本報告の効率性の定義とは、環境を汚染する物質、つまり、石炭の購入についての効率性である。環境効率をどのように定義するのかということは、確率フロンティア分析と用いて解説すると次のようになる。図は生産量と投入量の関係性を示したもので、縦軸が生産量（Y）、横軸が汚染型の投入物（Z）である。石炭を燃やして電力を供給する。YとZの関係は生産関数であるが、本報告で用いた生産関数は通常の生産関数とは異なるフロンティア生産関数である。YとZの理想的な関係を結びつけるのがフロンティア生産関数であり、例えば技術が最も効率的（best practice）であった場合、どれだけの生産量を得ることができるのかを示している。それがフロンティアであり、それを示すのがフロンティア関数である。
　フロンティア関数を用いると最も効率的な値が把握できるので、フロンティアの生産量と実際の生産量の差がどれだけあるかというのを効率性と捉えることができる。実際に本研究で推計するのは横の効率性である。このフロンティア生産関数をみると次のことが言える。今は縦で見ているが、例えばこのRは実際の投入量が変わらなくて、実際にはYRとなる。YRを横に見ると、これだけ達成するのに最小限必要な石炭はこの量となる。最小限必要な石炭の投入量と実際の石炭投入量との差を横の距離を見ることで、効率が高ければ高いほど、Rとフロンティアの値は非常に近づく。もし効率性が低ければ低いほどRの距離が遠ざかる。距離を示すことによって効率性を計測できる。
実際にはこのフロンティ投入量を分子に置いて、投入量を分母におく。そうすることによって、0から1という簡便な形で、効率性を計ることができる。投入物の効率性を環境効率性と呼んでいる。

本報告はこの効率性を求めるだけではない。より重要なのは推計された効率性には、どのような要因が影響しているかということである。要因分析は第2ステージによって求められる。説明する要因が効率性ということで、効率は0から1の値を必ずとる。第2ステージではTobitモデルを用いて絶対最小誤差（Least absolute deviations: LAD）モデルを打ち切りデータに応用させる。

総発電量（人民元）と労働者数、石炭投入量、ガソリン投入量、地域ダミー、年ダミー、そして当時の独占企業であるThe State Power of Chinaのプラント別データを使っている。説明変数は第1ステージで得たものを環境効率とし、効率性を何が決めるのかについては、説明変数として１人当たり省内総生産、燃料価格指数、地域ダミー、規模ダミーを使用している。またCDデータとして何を用いるかについては、政府・企業・市民のそれぞれのステークホルダーを想定している。

これらを分析した結果、以下の点が明らかとなった。中国の持続可能性において電力部門が果たすべき役割は大きい。環境効率おいて推計期間中はほぼ横ばいであり、効率性の改善には大規模プラントへの転換や政府・企業・市民の環境管理能力形成に向けた政策・対策が望まれる。
　今後の課題はデータ更新である。現在、中国の電力業界はまったく異なる形になっているので、ビック5から同じデータが取れないか調べてもらっているところである。
議論：
· 生産関数というのは、地球に存在するあらゆることに対して、最大限の効率性を指しているのか？

· 田中先生のものは、発電所のプラント・レベルのマイクロデータが約1000存在し、フロンティア分析を用いてプロットしているものである。関数系が必ずしもそうでなければならないというわけではない。
· 地球に存在する技術を並べているのではないのか。

· これは中国のデータを用いている。朽木先生がおっしゃる通り世界中のデータを集めて、それぞれをプロットすれば世界中のものは出来上がる。田中先生に示した図は、中国の発電所のデータを用いて、フロンティア生産関数を推計している。

· 例えば、フロンティア関数を用いて比較した場合に、日中の発電所の効率性がどれだけ異なるのかを示すことができる。相対的な評価になるのだとお考えください。
· 7月の国際セミナーの際にも聞いたのだが、フロンティア生産関数における汚染投入とは必要なインプットなのか。
· 車のガソリンと同じようなもので結果として汚染を発生してしまうもの。それは特に考えていなくて、単純な図式化のためにこのような形を想定しているが、必ずしもこのような形にならなければいけないというわけではない。

· フロンティア生産関数が示す1番良い状態で生産されたということは、汚染物質も必要最小限に使用し、1番良い効率的な生産を行ったときのものと理解してもいいのか。
· おっしゃる通りです。
· 効率性という問題は経済学者がすごく気になるワードで効率性を評価する基本線とは、誰も損せずに、効率性が満たされていることである。そこがまず基本にあって、その他の効率性とは、生産の効率性であれば、限界的に価格が動いていて、その価格に相当する限界生産がなされているだとか。もう少し細かい点をあげると、需要供給分析に基づいた費用便益分析でやるパターンなどがある。ここでいう効率性とはどれに属するのか。
· おっしゃるとおりです。本報告はいわゆる経済学で言われる効率性（パレート最適）とは異なる。

· 中国の石炭発電の問題点は小規模発電であるということがあったが、今のフロンティア生産関数自体はありとあらゆる点をすべてプロットした上で、その1番良いところを取っているので、小規模であるかどうかということの議論にはこのモデルは使用できないのではないか。
· 小規模であることが必ずしも効率性が良いか悪いかはこのモデルでは見ることはできないが、小規模であることが必ず非効率となるということを（結果として、そうなっているが）このモデルでは示していない。そこで、第2ステージで効率性を何が規制するのかを明らかにしている。
報告2：

加藤　宏（JICA研究所）「JICA研究所の体制の概要及び当面の研究方針について」

報告概要：
　10月1日に新JICAが設立され、それに伴って過去のJBICの開発金融研究所と旧JICAの国総研が合併した。新体制としては、研究者を招き実務家と研究を行うという点が新しいところである。職員として研究員が全体で8名いる。外部の研究者の場合、現職を捨ててJICAの研究員として来てくれる人はまだ少ないので、今のところ専門的研究者（非常勤）で来ていただいている。特任研究員というのは、実務に携わって実際にプロジェクトを行っている者をいう。仕事の3～4割を研究にあてるという形で研究に従事させている。
　JICA研究所の成果は、最終的には事業の現場に役立たないといけないので、大学における研究とは一線を画したいと考えている。特にこれまで何度も叫ばれていて必ずしも十分にできなかった事業経験を体系化するとか事業運営に平行して研究を進めるといった点を今後強化していきたい。関係の深いアジアにおいては、研究者のネットワークを構築していく。JBIC研究所では必ずしもそうではないが、JICA国総研では業務のための参考資料を作成する傾向があったが、今後は、国内だけでなく海外にも研究成果の発信を行うため、英文による書籍、ジャーナル、ワーキング・ペーパー、ポリシー・ブリーフを作成する。
テーマ設定は組織として決定し、演繹的にそれを行おうとするものと、研究所の保有するリソースの制約の中で何ができるのかという方向から検討するものとの双方がある。現在、JICAが行っていることは、研究員たちによってこれまでJICAは何を行ってきたのか、今後何を行うべきなのかを議論している。
　研究所内で討論を行った結果、「平和と開発」、「経済発展と貧困削減」、「開発と環境／気候変動」、「援助戦略」があげられた。開発の現状を、経済学のみならず政治学、あるいは社会学、行政学などさまざまな観点からみてみたいと考えている。
　今後の予定として、11月25日（火）に「新JICA設立／新研究所設立記念セミナー」を開催予定なのでぜひご参加ください。
議論：
· まず4つの大きなテーマというのは、あまり議論なく決まったのか。それとも、新JICAのミッションと関係しているのか。新JICAのミッションに即して柱が立っていないと批判しているわけではなく、4つの研究課題の括りがどういう議論の経緯で決まったのか。
· プロセスは別であったが、結果としては概ね対応しているはず。
· 最初の柱はどちらかというと、政治学的な観点からものをみようと考えての柱であり、2つ目の柱は、伝統的な経済学のディシプリンを反映させている。分析の仕方としては、民族の多様性がどう経済に影響するのかなどの研究を行う予定である。
· 研究テーマを見る限り、アジ研が提示してもいいような印象を受ける。国際的な議論を読み取るのは、いろいろな見方があると思うが、開発援助として、Aid Effectivenessとは何か、Aid Effectivenessの構成要素は何か、それが援助機関としてどうのように考えていくのかが援助研究の１つだと思う。CDもその中の1つである。この研究テーマを見ると個別のプロジェクトのように思えてしまい、大きなテーマをしてはどうなのかと思う。もっと新JICAの特質を生かしてみてもよいのではないか。
· これは所長が政治学者であるいうのが色濃くでているからだと思う。すべて悪いとは思わないが、少しバランスが悪いと思う。例えば、客員研究員の構成を聞く限り、バランスが悪いのではないか。→経済学を軽視しているわけでは決してない。経済学の客員研究員も今後はお願いする予定である。
· マクロとミクロの両方があっていいのではないかと思う。現場を踏まえた点は日本の援助の強みではあるので、灌漑組織がどうなのかは項目にあっていいと思う。それともう1つ、マクロの部分をどのように出していくのか。
· 本当に研究を行うのであれば生え抜きの研究者を育てる必要があるのではないか。例えば3年くらいでどのような研究者を育てるのかが一番のポイントだと思う。
· JICAの特徴をあげるとしたら、実務の方と研究者が共同でKnowledge Creationを行う点だと思う。そのような利点を生かして、新JICAらしい開発援助研究を行えたらよいのではないか。
報告3：

松岡　俊二（早稲田大学）「今後の研究部会の活動について」

概要：今後の予定（下記、参照）について議論した。

今後の予定：
第7回・国際開発協力研究部会
報告者：柳原　透（拓殖大学）
テーマ：「キャパシティ・ディベロップメント研究の課題：開発経済学からの視点」
日　時：2008年12月17日（水）18:30-20:00（開始時間を通常より遅くしています）
会　場：早稲田大学西早稲田ビル（19号館）501教室（5階）

第8回・国際開発協力研究部会

報告者：恒川惠市（JICA研究所）

テーマ：「JICAにおけるCD研究および開発援助研究」（仮）
日　時：2009年2月18日（水）18:00-20:00

会　場：早稲田大学西早稲田ビル（19号館）501教室（5階）

以上
